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平成31年３月22日

静岡県 危機管理部

原子力防災

実効性向上の取り組み
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南海トラフ地震防災対策推進地域

１ 原子力災害広域避難計画

・原子力災害対策重点区域11市町の住民（約94万人）を避難計画の対象
・対象住民について、原子力災害単独の場合（避難先１）、大規模地震との複
合災害の場合（避難先２）の避難先をあらかじめ確保

災害対策基本法第86条の８（広域一時滞

在）を法的根拠とした、県地域防災計画の

下位計画

原子力災害発生時に、住民等の避難
等を迅速・確実に実施し、住民の被
ばくを可能な限り低減し、安全を確
保することを目的として、平成28
年３月に策定

策定内容：対象地域の住民等の
避難、一時移転及び屋内退避
の判断基準、避難先、避難経
路、避難手段等
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２ 広域避難計画策定状況

『避難経由所』に関する記載追加等平成30年６月修正

避難先市町村名の記載平成29年３月修正

策定平成2８年３月策定

計画名経緯

県は、県避難計画の修正と並行して、関係11市町の避難計画の策定支援に取り
組んでいる。平成3１年３月22日現在で策定済みの市町は以下のとおり。

菊川市原子力災害広域避難計画平成31年３月18日菊川市

牧之原市原子力災害広域避難計画方針書平成31年１月21日牧之原市

磐田市原子力災害広域避難計画平成30年３月20日磐田市

掛川市原子力災害広域避難計画の方針平成30年３月19日掛川市

島田市原子力災害広域避難計画平成29年10月１日島田市

御前崎市原子力災害広域避難計画平成29年３月15日御前崎市

計画名策定時期市町

県「浜岡地域原子力災害広域避難計画」の策定・修正
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原則自家用車で避難

３ 広域避難の流れ

ＰＡＺ

御前崎市
（全域）
牧之原市
（一部）

ＵＰＺ
牧之原市

(PAZ除く)
菊川、掛川、
袋井、焼津市

吉田町
（以上全域）
藤枝、島田、
磐田市、森町
（以上一部）

避難所

屋内退避
の準備

御前崎市で
震度６弱等

緊急防護措置

避難経由所

ランドマーク的施設
（運動公園、体育館、
文化ホール等）

避難先地域

一般住民

屋内退避
の実施

避難の準備 退避の開始

原子炉冷却機能
の喪失等

発電所全交流電
源喪失の継続等

速やかに避難

１週間程度以内に一時移転

PAZ: Precautionary Action Zone（予防的防護措置を準備する区域）
放射性物質が放出される前の段階から予防的に避難等を開始する
区域。原子力災害対策指針では原子力発電所から概ね５km

UPZ: Urgent Protective action planning Zone（緊急時防護措置を準備
する区域） 原子力発電所で事故が発生し緊急事態となった場合
に緊急時防護措置を準備する区域。原子力災害対策指針では原子
力発電所から概ね５～３０km

一般住民

避難退域時
検査場所

静岡県内16箇所（高速道
路SA/PA等）を選定済み

避難所

・単独災害等：静岡県内
東海地方・南関東地方・山
梨県
・上記に避難できない場合
（複合災害時等）：北陸
地方・北関東地方・長野県

警戒事態
施設敷地
緊急事態

全 面
緊急事態

放射性物質の放出

放出後

OIL1
500μSv/h

OIL2
20μSv/h

原子力災害時に住民を迅速に避難させる体制づくりが課題
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• 本部機能、車両検査、住民検査
をそれぞれ、パッケージ化

• 検査場所毎の規模に応じてパッ
ケージ数を調整することで、柔
軟な対応が可能。

• ４トントラックで輸送が可能
• ユニック車で吊り下ろしが可能

避難退域時検査場所の運営に必要な資機材を4トントラックで輸送

可能な10ftコンテナにすべて収納し、原子力災害時に、柔軟に避難

退域時検査場所に輸送できるユニットを作成

４ ユニットの特徴

原子力災害緊急対応ユニット
（NRU :Nuclear disaster Emergency Response Unit）
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５ ユニットの資機材収納

パッケージ 収納資機材 パッケージの単位

Ａ 検査場所共通 サーベイメータ、本部用テント、発電機等 検査場所毎

Ｂ 車両検査・除染用 車両用ゲート型モニタ、簡易除染資材等 車両用ｹﾞｰﾄ型ﾓﾆﾀ２台

Ｃ 住民検査・除染用 検査・除染用テント、除染用資材、着替等 住民検査４式

Ｄ 大型車両除染用 大型車両対応除染テント、高圧ポンプ等 車両除染設備１式

用途に応じて４種類のパッケージを作成。それぞれ収納する資機材を変更。
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６ ユニットの輸送

「広域事前配備ユニット」は４トントラックで輸送が可能。また、総重量も２．
３ｔに押さえており、４ｔユニックで吊りおろしが可能。
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コンテナは人用ドアと窓、内部に照明設備、コンセントを備えているＡタイ
プ、人用ドアのみのＢタイプを準備

Ａタイプは避難退域時検査場所の本部として使用することを想定。夏期の使用
を想定してスポットエアコンを準備（ダクトから外部へ排気可能）

Ｂタイプは救護所、要員の着替え・休憩場所を想定。簡易ベッドを準備

コンテナの現地本部、救護所等としての活用

７ ユニットの利活用
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車両検査自動化システムは、①原子力災害時に避難車両の放射線量
を測定する車両用検査機器と、②車両番号を画像認識する装置から車
両番号データを受け取って、検査済証を自動発行するシステム。

従来手作業でおこなっていた避難退域時検査の「証明書発行業務」を
自動化するシステムを静岡県が考案・開発。これにより、検査効率が飛
躍的に向上

８ 車両検査自動化システムの開発

他道府県の関心も非常に高く、プログラムの著作権を有する県とプログラムを
開発した地元企業が協力し、本システムの導入を希望する他道府県に対して提供
することを予定。
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避難退域時検査済証

車両番
号

静岡 ＸＸＸ
Ｘ ＸＸ－ＸＸ

乗車人
員

名

検査日
時

年 月 日
時 分

検 査
場 所

測定結
果

国が定める基準値（40,000ｃｐｍ）
以下であることを証明する。

静岡県原子力災害対策本部

本システムを導入することにより、車両検査の際に発生する手作業は、
「乗車人数の入力作業」のみとなり、車両検査の大幅な省力化・スピード
アップが可能となる。

将来実現可能な機能
○ 乗車人数分の「検査済証」の発行
○ 避難証明書（道路通行許可証）の自動発行
○ 「検査済証」を紛失しても、避難先から検査結果

（いつ、どの車が、どの検査場所を通過し、検査結果
がどうだったか）を確認可能となる。

→ 避難受け入れ市町村の安心材料
○ 本部から各避難退域時検査場所検査件数の動的把握

→ 各検査場所の混雑具合が動的に把握でき、適切な
避難住民の誘導、要員・資機材の追加投入が可能
となる。

○ 検査の際、市町字名を入力することにより、地区別避
難状況の動的把握が可能となる。

→ 避難の進捗状況が把握できる唯一の機会。

９ 自動化システムの先進性
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平成30年度静岡県原子力防災訓練において、「ＮＲＵ展開訓練」・「車両検査自動化

システムの稼働訓練」を実施

１０ 原子力防災訓練における検証

訓練前日の輸送・設置

訓練当日は雨天となったが、訓練は問題なく実施でき、所定の機能が検証でき
た。今後、内閣府と協力し本格的な配備を進めていく予定。

訓練当日の展開訓練

車両検査自動化システムの稼働
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スクリーニング

１１ 静岡から発信する原子力防災対策

内閣府主催の展示会

静岡県が開発した「原子力災害緊急対応
ユニット」、「車両検査自動化システム」
の展示会を内閣府が開催し、内閣府・原子
力規制庁職員、原子力関係道府県・関係機
関に紹介した。

日時：2月28日、3月7・8日 計３日間
場所：東京都大田区産業プラザ

今後も防災先進県としてこの成果を全国に発信していく。
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